
 

市場業務等に係る行政処分要綱 
 

平成１６年 ３ 月３０日 
１５中管総第１５７０号 

 
改正 平成１７年 ６ 月２０日  １７中管総第  ４３７号 

 平成２０年 ３ 月３１日  １９中管総第１８２３号 
 平成２３年 ３ 月１１日  ２２中管総第１５５９号 

    平成３０年 ９ 月１８日  ３０中管総第１０４５号             

令和 ２年 ６ 月２１日   ２中管総第 ４６７号 
令和 ２年１１月２６日   ２中管総第１１３１号 
令和 ３年 ３ 月２４日   ２中管総第１６１６号 
令和 ６年 ６ 月２７日   ６中管総第 ５００号 

 
 
第一章  総則 
 
 （目的） 
 第１条 この要綱は、東京都中央卸売市場条例（昭和４６年東京都条例第１４４号。以下

「条例」という。）第６４条の規定に基づく監督処分及び第８５条第２項に基づく行政

処分について、東京都行政手続条例（平成６年東京都条例第１４２号）第１２条第１項

に規定する処分基準を定めることにより、行政処分の公正の保持と透明性の向上を図

ることを目的とする。 
 
 （定義） 
 第２条 この要綱の用語の意義は、次のとおりとする。 
 （１）条例等   条例若しくは条例に基づく規則、又はこれらに基づく処分 
 （２）停止処分  入場停止処分又は使用停止処分 
  ○ 入場停止処分  条例第６４条第４項に規定する条例等に違反する行為をした

者又は条例第８５条第２項に違反する行為をした者に対する東

京都中央卸売市場への入場の停止処分、せり人に対する当該市場

への入場停止処分 
○ 使用停止処分  使用者に対する市場施設の使用の全部若しくは一部の停止処分 

 （３）市場関係者  卸売業者、仲卸業者、売買参加者、買受人（仲卸業者、売買参加者

を除く）、関連事業者、買出人、出荷者、使用者、せり人 
 （４）以上のほか、この要綱における用語の意義は、条例において使用する用語の例によ

る。 
 



 
 （迅速な付議） 
 第３条 違反行為を認識した場合は速やかに事実関係を調査し、概ね１ヶ月以内に東京

都中央卸売市場行政処分審査会要領第１条の規定に基づく東京都中央卸売市場行政処

分審査会（以下「審査会」という。）に付議するよう努めるものとする。 
 
 （他の処分との関係） 
 第４条 違反行為が、同時に他の東京都例規に基づく行政処分又は刑事処分に相当する

場合であっても、その処分目的が異なるものであることから、違反行為の事実を確認し

た場合は、速やかに条例に基づき、中央卸売市場としての行政処分を行うものとする。 
 
 
第二章  処分基準 
 
 （監督処分等の量定基準） 
 第５条 条例第６４条の規定に基づく監督処分及び条例第８５条第２項の規定に基づく

市場関係者への行政処分は、停止処分及び過料を原則とする。 
 ２ 停止処分の処分事由ごとの量定は、別表１「処分基準表」及び別表２「処分事由別量

定区分」に定めるところによる。 
 ３ 停止処分を受ける予定である者（以下「処分予定者」という。）が次のいずれかに該

当する場合には、別表１に定める軽減処置を適用する。 
 （１）条例等違反に対する反省がみられるなど、情状に酌量すべきものがあるとき。 
 （２）被害者と示談が成立するなど、損害が回復しているとき。 
 （３）その他処分を軽減することが適当と認められるとき。 
 ４ 処分予定者が次のいずれかに該当する場合には、別表１に定める加重処置を適用す

る。 
 （１）既往１年間に何らかの監督処分を受けているとき。 
 （２）条例等違反が故意又は悪質と認められるとき。 
 （３）その他処分を加重することが適当と認められるとき。 
 ５ 二度以上同じ処分事由により処分された処分予定者に対し、再度同じ処分事由にか

かる監督処分を行う場合は、別表２に定めるその処分事由にかかる量定区分について、

定められた区分より重い区分を適用することができるものとする。 
   なお、監督責任に基づく法人又は人に対する量定区分も、同様とする。 
 ６ 過料は、法人又は人が条例第６４条第４項の規定に基づき処分を受ける場合におい

て、法人又は人に違反行為がなく、違反行為者について前項に定める加重処置を適用し

ない場合に限り、停止処分に替えて科するものとする。 
 ７ 前項の過料の額は、違反行為者の違反行為が条例第６４条第１項に該当する場合に

は５万円、条例第６４条第２項に該当する場合には１万円とする。 
 
 



 
 （許可等の取り消し等） 
 第６条 次のいずれかに該当する場合は、前条の規定にかかわらず使用者に対して、条例

第４３条第１項及び第２項の市場施設の使用の許可の全部若しくは一部を取り消し、

又は６月の市場施設の使用の全部若しくは一部の停止を命じ、売買参加者に対しては

条例第１２条第１項の承認を取り消し、若しくは６月の入場停止処分を科し、買受人、

買出人、出荷者又はせり人に対しては６月の入場停止処分を行うことができる。 
 （１）条例第６４条第２項第４号に基づく監督処分を行う場合 
 （２）加重処置を適用した監督処分を受けたにもかかわらず、処分事由にかかる行為等が

改善されない場合 
 （３）条例等違反の行為等が、長期間にわたり改善されず、かつ改善される見込みがない

と認められる場合 
 （４）条例等違反の結果が重大であり、市場行政への影響が著しく大きいと認められる場

合 
 

（買受代金の不払いに対する処分の特例） 
 第７条 前二条の規定にかかわらず、買受代金の支払をしないことに係る条例第６３条第

１項の規定に基づく改善措置命令に違反した場合の監督処分については、不払となって

いる買受代金の額（以下「不払金額」という。）に応じ下表により行うものとする。 

不 払 金 額 
処  分  基  準 

行 為 者 処分内容 期 間 

１億円未満 
仲卸業者 使用停止 

９０日 
売買参加者 入場停止 

１億円以上 
仲卸業者 使用停止 

６月 
売買参加者 入場停止 

 ２ 処分予定者が次のいずれかに該当する場合には、それぞれに定めるところにより、処

分期間の軽減又は加重をすることができる。ただし、処分期間を加算する場合は、加算

後の処分期間が６月を超えてはならない。 
 （１）不払金額に係る債務について確実な資金計画等を持っており、遅滞なく当該債務の

完済が見込まれる場合には、処分期間を１月以上軽減することができる。 
 （２）過去に同様の処分を受けている場合には、処分期間を１月以上加算することができ

る。 
 （３）支払能力が十分あると認められるにもかかわらず買受代金を支払わないなど、不払

の形態が特に悪質と認められる場合には、処分期間を１月以上加算することができ

る。 
 



 
 ３ 停止処分を受けた者が、当該処分期間内に不払金額に係る負債を完済しない場合は、

仲卸業者に対しては条例第４３条第１項の許可の取り消しを、売買参加者に対しては

条例第１２条第１項の承認の取り消しを行う。ただし、６月未満の停止処分を受けた者

で、取消処分を猶予すべき特別の理由があると認められるときは、引き続き６月から当

該処分の期間を控除した期間以内の停止処分を行うことができる。 
 ４ 前項ただし書の定めるところにより、再度の停止処分を受けた者が当該期間内に不

払金額に係る負債を完済しない場合は、仲卸業者に対しては条例第４３条第１項の許

可の取り消しを、売買参加者に対しては条例第１２条第１項の承認の取り消しを行う。 
 ５ 処分予定者が所在不明である場合又は正当な理由なく都の事情聴取に応じない場合

は、停止処分を行うことなく、仲卸業者に対しては条例第４３条第１項の許可の取り消

しを、売買参加者に対しては条例第１２条第１項の承認の取り消しを行うことができ

る。 
 ６ 停止処分期間内に不払金額に係る債務の完済があった場合には、当該停止処分を解

除する旨の条件を付することができる。 
 
 （停止処分の併合） 
 第８条 停止処分を行うべき事由が併合する場合は、それぞれの事由について停止処分

期間を算定し、その合計期間を停止処分期間とする。ただし、その期間は６月を超えな

いものとする。 
 
 （条例第８５条第２項の規定に基づく処分） 
 第９条 市場関係者以外の違反行為者に対し、条例第８５条第２項の規定に基づく措置

として入場停止処分を行う場合の処分事由ごとの量定は、別表１「処分基準表」及び別

表３「処分事由別量定区分（市場関係者以外のものに対する行政処分）」に定めるとこ

ろによる。 
 ２ 第５条第３項、同条第４項、同条第５項及び第７項の規定は、前項の規定に基づく入

場停止処分について準用する。この場合において、第５条第５項中「別表２」とあるの

は「別表３」と読み替えるものとする。 
 
 
第三章  雑則 
 
 （処分の効力） 
 第１０条 入場停止処分（せり人に対する場合を除く。）の効力は全市場に、使用停止処

分の効力は処分を行う市場に及ぶ。 
 ２ 処分の効力を確保するため、停止処分期間中は原則として売買参加章、せり人記章又

は入場車両登録証を押収する。 
 ３ 中央卸売市場条例施行規則（昭和４６年規則第２７３号）第５９条第４号、第５号、

第７号及び第８号の規定に基づく処分内容の掲示は、入場停止処分（せり人に対する場



 
合を除く。）については全市場で、使用停止処分については処分を行う市場で行う。 

 
 （処分事由の定めがない場合） 
 第１１条 処分事由が別表２及び別表３にない場合には、別表１の定めをもとに、量定区

分を決定する。 
 
 

附 則（平成１５年１５中管総第１５７０号） 
１ この要綱は、平成１６年５月１日から施行する。 
２ 平成６年９月２９日付６中管総第６９８号「監督処分に係る処分基準」は廃止する。   
 

附 則（平成１７年１７中管総第４３７号） 
この要綱は、平成１７年６月２０日から施行する。 
 

附 則（平成１９年１９中管総第１８２３号） 
この要綱は、平成２０年５月１日から施行する。 
 

附 則（平成２２年２２中管総第１５５９号） 
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成３０年３０中管総第１０４５号） 
この要綱は、平成３０年１０月１１日から施行する。 
 

附 則（令和２年２中管総第４６７号） 
１ この要綱は、令和２年６月２１日から施行する。 
２ この要綱の施行前にした行為に対する監督処分の適用については、改正前の要綱は、こ

の要綱施行後もなお、その効力を有する。 
 

附 則（令和２年２中管総第１１３１号） 
この要綱は、令和２年１１月２６日から施行する。 
 

附 則（令和２年２中管総第１６１６号） 
この要綱は、令和３年３月２４日から施行する。 
 

附 則（令和６年６中管総第 ５００号） 
この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 
 



（別表１）　

量定区分 基準期間 軽減処置 加重処置

Ａ ３日
１日単位

で減算し、
最低１日

１日単位
で加算し、
最高６日

Ｂ ７日
１日単位

で減算し、
最低３日

１日単位
で加算し、
最高１４日

Ｃ ３０日
５日単位

で減算し、
最低１５日

５日単位
で加算し、
最高６０日

Ｄ ９０日
１５日単位
で減算し、
最低４５日

１５日単位
で加算し、
最高６月

【 処分対象ごとの停止処分の種類 】

備考１：　量定区分「Ａ」のうち、条例第６４条第４項の規定に基づく法人又は人に対する
　　　　処分については、法人又は人に違反行為がなく、違反行為者に加重処置を適用しな
　　　　い場合に限り、停止処分に替えて過料を科するものとする。
備考２：　基準期間に対する軽減処置又は加重処置については、処分事案ごとに内容を精査
　　　　して期間を算定する。

処 分 対 象

処　分　基　準　表

量定区分の考え方

①取引業務上の違反行為のうち、形式
的な諸手続等に関するもの
②法人又は人において、監督責任を
怠ったもの

取引業務上の違反行為のうち、不知に
よる不作為若しくは過失によるもの

①取引業務上の違反行為のうち、故意
又は重大な過失を伴うもの
②市場の秩序若しくは公共の利益を害
する行為

　市場の秩序若しくは公共の利益を害
する行為のうち悪質なもの

　使用者

  売買参加者、買受人（仲卸業者及び売
　買参加者を除く）、買出人、出荷者、
　せり人

  行為者

停 止 処 分 の 種 類

市場施設の使用の全部若しくは一部の停止処分

入場の停止処分



（別表２）

処分対象 量定区分 処分対象 量定区分

卸売記録の不正作成又は改ざん 行為者 Ｂ 卸売業者 Ａ

売買参加章、売買参加補助章の転
貸借

行為者 Ｂ
仲卸業者

売買参加者
Ａ

せり売りに関する不当な処置や談
合行為等

行為者 Ｂ

卸売業者
仲卸業者

売買参加者
買受人

Ａ

せり人の金品その他の利益収受 行為者 Ｃ 卸売業者 Ａ又はＢ

市場の取引業務又は市場内におけ
る他人の取引業務を妨害する行為

行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ

事業報告書提出義務違反
卸売業者
仲卸業者

関連事業者
Ａ ― ―

指定場所以外の喫煙 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ

上記以外の取引業務に関する不正
行為

行為者
Ａ、Ｂ
又はＣ

市場関係者 Ａ又はＢ

市場施設の無断転貸 使用者 Ｂ ― ―

Ｃ Ａ又はＢ 軽過失の場合

Ｄ Ａ又はＢ 重過失の場合

失火 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ

各種届出、報告、提出、公表義務
違反

行為者 Ａ 市場関係者 Ａ

処　分　事　由　別　量　定　区　分

処分の根拠規定：条例第64条各項及び第85条第2項

処　分　事　由

違反行為者に対する処分
監督責任に基づく法人又は
人に対する処分（※1）

備　考

市場施設の滅失又は損傷 行為者 市場関係者

(※1) 違反行為者について法人又は人に選任・監督上の過失が認められる場合には、条例第64条
第４項の規定に基づき、違反行為者だけでなく法人又は人に対しても処分を行う。
　なお、法人又は人に違反行為がなく、違反行為者に加重処置を適用しない場合に限り、停止処分に替えて過
料を科するものとする。



（別表２）

処分対象 量定区分 処分対象 量定区分

処　分　事　由　別　量　定　区　分

処分の根拠規定：条例第64条各項及び第85条第2項

処　分　事　由

違反行為者に対する処分
監督責任に基づく法人又は
人に対する処分（※1）

備　考

知事の許可、承認等を受けないで
行った行為

行為者
Ａ、Ｂ
又はＣ

市場関係者 Ａ又はＢ

有害物品の取扱い 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ

廃棄物等の持込み 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ

Ｂ Ａ
未分別など
軽微な場合

Ｃ Ａ又はＢ
不法投棄など
重度な場合

市場内における無断営業行為 行為者 Ｂ 市場関係者 Ａ

ぞう物故買 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ

落書き行為 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ

器物毀損 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ

車両等による危険行為 行為者 Ｃ 市場関係者 Ａ又はＢ （※2）

窃盗行為 行為者 Ｄ 市場関係者 Ａ又はＢ

恐喝行為 行為者 Ｄ 市場関係者 Ａ又はＢ

暴行、傷害行為 行為者 Ｄ 市場関係者 Ａ又はＢ

(※2) 「車両等による危険行為」には、ターレット式構内運搬自動車の複数人乗車、労働安全衛生法に基づく
フォークリフト運転技能講習修了証未保有者の運転、車検切れ等による整備不良車両の運転、長時間の指定場
所以外への駐車行為、入場許可証のない駐車行為などを含む。

(※1) 違反行為者について法人又は人に選任・監督上の過失が認められる場合には、条例第64条第4項の規定に
基づき、違反行為者だけでなく法人又は人に対しても処分を行う。
　なお、法人又は人に違反行為がなく、違反行為者に加重処置を適用しない場合に限り、停止処分に替えて過
料を科するものとする。

廃棄物等の不適切な処理 行為者 市場関係者



（別表３）

処　分　事　由 処分対象 量定区分 処分内容 基準期間 備　　考

有害物品の取扱い Ｃ 入場停止 ３０日

廃棄物等の持込み Ｃ 入場停止 ３０日

市場内における無断営業行為 Ｂ 入場停止 ７日

ぞう物故買 Ｃ 入場停止 ３０日

Ｃ 入場停止 ３０日
小火など

軽微な場合

Ｄ 入場停止 ９０日
大火など

重度な場合

失火 Ｃ 入場停止 ３０日

落書き行為 Ｃ 入場停止 ３０日

器物毀損 Ｃ 入場停止 ３０日

車両等による危険行為 Ｃ 入場停止 ３０日 （※1）

指定場所以外の喫煙 Ｃ 入場停止 ３０日

窃盗行為 Ｄ 入場停止 ９０日

恐喝行為 Ｄ 入場停止 ９０日

暴行、傷害行為 Ｄ 入場停止 ９０日

条例第85条第2項に基づく入場制限措
置に違反する行為

Ｃ 入場停止 ３０日

Ｃ 入場停止 ３０日

Ｄ 入場停止 ９０日 重度な場合

３０日
不法投棄など
重度な場合

市場施設の滅失又は損傷

その他市場秩序の保持又は公共の利益
の保存を図るために入場停止処分が必
要と認められる行為

(※1) 「車両等による危険行為」には、ターレット式構内運搬自動車の複数人乗車、労働安全衛生法に基づく
フォークリフト運転技能講習修了証未保有者の運転、車検切れ等による整備不良車両の運転、長時間の指定場
所以外への駐車行為、入場許可証のない駐車行為などを含む。

処分事由別量定区分（市場関係者以外の者に対する行政処分）

処分の根拠規定：条例第85条第2項

行為者

廃棄物等の不適切な処理 Ｃ 入場停止


